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国際課税（譲渡所得）

国外転出時課税後の事業譲渡類似株式の譲渡

Ｘ氏は、平成20年４月に、内国法人Ｐ社の株式（Ｐ社株式）40万株（時価４億

円、発行済株式の40％）を取得するとともに、平成20年４月１日から平成28年

３月31日までの８年間、国内居住者として日本で不動産事業を行っていました。

Ｘ氏は、平成28年４月１日にシンガポールへ転出しましたが、その転出時においても、

Ｐ社株式40万株（簿価４億円、時価８億円、発行済株式の40％）を所有し続けていまし

た。シンガポール居住者となったＸ氏は、Ｐ社株式の価額が高騰したことを受け、平成

29年５月１日にＰ社株式10万株（簿価１億円、時価５億円、発行済株式の10％）を日

本の証券会社Ｓ社に譲渡し、平成30年５月１日に香港に転出して香港居住者となった後、

令和元年10月１日にＰ社株式20万株（簿価２億円、時価11億円、発行済株式の20％）

を日本の証券会社Ｔ社に譲渡しました。なお、Ｘ氏は、国外転出時までに納税管理人の届

出を行うとともに、国外転出日の属する年分の確定申告書に納税猶予を受けようとする旨

の記載を行うなど必要な手続を履行して、令和３年３月31日まで国外転出時課税に係る

納税猶予を受けています。

この場合、Ｘ氏の国外転出時、シンガポールにおけるＰ社株式10万株の譲渡、香港で

のＰ社株式20万株の譲渡及び納税猶予について、それぞれの課税関係等をご教示くださ

い。

Ｘ氏は、国外転出時にＰ社株式

40万株（簿価４億円、時価８億

円）を所有していたため、国外転

出時課税制度により、Ｐ社株式に係る譲

渡所得４億円が課税対象となります。ま

た、Ｘ氏がシンガポール居住者としてＰ

社株式10万株（簿価１億円、時価５億

円）をＳ社に譲渡した取引は、国内法及

び日本・シンガポール租税協定により、

事業譲渡類似株式の譲渡に該当すること

から、譲渡価額５億円から国外転出時の

時価２億円をその取得価額とみなして減

算して算出した譲渡所得３億円が課税対

象となります。一方で、Ｘ氏が香港居住

者としてＴ社に譲渡したＰ社株式20万

株については、日本・香港租税協定によ

り事業譲渡類似株式の譲渡に該当しない

ため、日本における課税関係は生じませ

ん。

なお、Ｓ社に譲渡されたＰ社株式10

万株に係る納税猶予の期限は、平成29

疑
問
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年８月31日に短縮され、Ｔ社に譲渡さ

れたＰ社株式20万株に係る納税猶予の

期限についても、令和２年１月31日に

短縮されます。

【解 説】

１ 国外転出時課税制度

⑴ 制度の内容

国外転出をする居住者が所有している

対象資産（有価証券等、未決済信用取引

等及び未決済デリバティブ取引）につい

て、次の要件に該当する場合には、国外

転出時に当該対象資産の譲渡があったも

のとみなして、その含み益に対して課税

する制度です（所法60の２）。

Ａ 国外転出する居住者が、転出前10

年以内に５年を超えて、国内に住所又

は居所を有していること。

Ｂ 国外転出時に、所有している対象資

産が１億円以上であること。

⑵ 納税猶予

国外転出をする居住者で、その所有す

る対象資産について、国外転出時課税を

受けた者は、国外転出時までに納税管理

人の届出をし、かつ、その国外転出日の

属する年分の確定申告書に納税猶予を受

けようとする旨の記載を行うとともに、

一定の事項を記載した書類を添付し、そ

の申告期限までに納税猶予分に係る所得

税相当額の担保を提供した場合には、国

外転出日から５年を経過する日まで（最

長10年）、その納税が猶予されます（所

法137の２①③）。ただし、納税猶予を

受ける者は、毎年、継続適用届出書を提

出しなければなりません（所法137の２

⑥）。

⑶ 納税猶予に係る対象資産の譲渡等

納税猶予を受けている対象資産のうち、

譲渡等された部分に対応する所得税に係

る納税猶予の期限は、その譲渡等の日か

ら４月を経過する日に短縮されます（所

法137の２⑤）。

⑷ 二重課税の排除

対象資産について、国外転出時課税を

受けた後に譲渡所得に係る所得税が課税

される場合、当該対象資産に係る当初の

取得価額を基礎としてその譲渡所得を計

算すると、国外転出時課税と所得課税の

二重課税が生ずるため、当該対象資産に

係る譲渡所得の計算上、国外転出時課税

に係る譲渡価額（時価）をその譲渡所得

の取得価額とみなして計算することとな

ります（所法60の２④）。

２ 国内法上の事業譲渡類似株式の譲渡

非居住者が保有する株式の譲渡について、

次のいずれの要件にも該当する場合には、

当該株式の発行法人が所在する国において

課税することができます（所令281①四ロ、

法令178①四ロ）。

⑴ 当該株式の譲渡年以前３年以内のいず

れかの時点において、当該株式の保有割

合が発行済株式の25％以上に相当して

いたこと。

⑵ 当該事業年度において、当該株式のう

ち発行済株式の５％以上に相当する株式

を譲渡したこと。

３ 日本・シンガポール租税協定

シンガポール居住者が、日本法人の発行

済株式を譲渡することによって得る収益に

対しては、次のことを条件として、日本で
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租税を課することができます（日本・シン

ガポール租税協定13④ ）。

⑴ 当年において、当該株式の保有割合が

発行済株式の25％以上であること。

⑵ 当年に譲渡した株式の総数が発行済株

式の５％以上であること。

４ 日本・香港租税協定

香港居住者が、①不動産、②不動産化体

株式、③金融機関支援株式、④ＰＥ帰属資

産及び⑤国際運輸に係る財産、前記①ない

し⑤以外の財産の譲渡から生ずる譲渡収益

に対しては、譲渡者が居住者とされる締約

国においてのみ租税を課することができる

とされており（日本・香港租税協定13⑥)、

事業譲渡類似株式の譲渡については、株式

発行法人の所在地国で課税することができ

る旨の規定がなく、譲渡者が居住者とされ

る締約国においてのみ租税を課することが

できることとされているため、日本での課

税は認められません。

５ 租税条約（租税協定）の優位性

憲法第98条第２項では、日本国が締結

した条約及び確立された国際法規は、これ

を誠実に遵守することを必要とする旨規定

されていることから、租税条約（租税協

定）は国内法に優先して適用されることと

なっています。

６ 事例の検討

⑴ 国外転出時課税制度

国外転出時課税制度では、上記１⑴の

とおり、①国外転出者が過去10年以内

に５年を超えて国内居住者であり、かつ、

②国外転出時に所有している有価証券の

価額が１億円以上である場合には、国外

転出時に当該有価証券が譲渡されたもの

とみなされ、その含み益に対して課税さ

れるところ、Ｘ氏は、平成20年４月１

日から平成28年３月31日まで国内居住

者であったことから、上記①の要件を満

たし、また、国外転出時に時価８億円の

Ｐ社株式を所有していたため、上記②の

要件を満たします。

したがって、Ｘ氏が国外転出時に所有

していた有価証券（簿価４億円、時価８

億円）は、その転出時に譲渡されたもの

とみなされるため、その含み益４億円が

課税対象となります。

⑵ シンガポール居住者の譲渡所得

Ａ 国内法

非居住者が保有する株式の譲渡につ

いては、上記２のとおり、①当該株式

の譲渡年以前３年以内のいずれかの時

点において、当該株式の保有割合が発

行済株式の25％以上に相当しており、

かつ、②当該事業年度において、当該

株式のうち発行済株式の５％以上に相

当する株式を譲渡した場合には、当該

株式の発行法人が所在する国において

課税することができるところ、Ｘ氏は、

平成20年４月１日から平成29年５月

１日まで、発行済株式の40％に相当

するＰ社株式を所有していたため、上

記①の要件を満たし、また、平成29

年５月１日に、発行済株式の10％に

相当するＰ社株式を譲渡していること

から、上記②の要件を満たします。

したがって、Ｘ氏がシンガポールで

Ｐ社株式をＳ社に譲渡した取引は、国

内法上、事業譲渡類似株式の譲渡に該
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当するため、その譲渡所得は、Ｐ社株

式の発行法人の所在する日本において

課税の対象となります。

Ｂ 租税協定

シンガポール居住者が、日本法人の

発行する株式を譲渡することによって

得る収益に対しては、上記３のとおり、

①当年において、当該株式の保有割合

が発行済株式の25％以上であり、か

つ、②当年に譲渡した株式の総数が発

行済株式の５％以上である場合に、当

該株式の発行法人が所在する国におい

て課税することができるところ、Ｘ氏

のＰ社株式の所有及び譲渡については、

上記Ａと同様の条件であるため、上記

の①及び②の要件を満たします。

したがって、Ｘ氏がＰ社株式をＳ社

に譲渡した取引は、租税協定上、事業

譲渡類似株式の譲渡に該当するため、

その譲渡所得は、Ｐ社株式の発行法人

が所在する日本において課税の対象と

なります。

Ｃ 譲渡所得の計算方法

Ｐ社株式10万株（簿価１億円、時

価５億円、発行済株式総数の10％）

をＳ社に譲渡したことによる譲渡所得

は、通常、譲渡価額（時価）５億円か

ら取得価額（簿価）１億円を控除した

４億円となるところ、Ｐ社株式40万

株については、上記⑴のとおり、国外

転出時に時価８億円から簿価４億円を

控除した４億円が課税されており、そ

の４分の１であるＰ社株式10万株に

つき１億円が課税済となっていること

を踏まえると、Ｐ社株式10万株に係

る二重課税を排除する必要があり、上

記１⑷の取扱いのとおり、事業譲渡類

似株式の譲渡につき、国外転出時の時

価２億円をその取得価額とみなして譲

渡所得の計算をすることとなります

（所法60の２④一）。

Ｄ 小括

Ｘ氏がシンガポール居住者として、

平成31年５月１日にＰ社株式10万株

をＳ社に譲渡したことは、上記Ａ及び

Ｂのとおり、国内法及び日本・シンガ

ポール租税協定のいずれの規定の要件

も満たし、事業譲渡類似株式の譲渡に

該当することから、Ｐ社株式の発行法

人が所在する日本において課税され、

その譲渡所得は、上記Ｃのとおり、譲

渡価額５億円から取得価額２億円を減

算した３億円となります。

なお、Ｘ氏は、国外転出時課税を受

けたＰ社株式40万株に係る所得税に

ついて、令和３年３月31日までの納

税猶予を受けていますが、その猶予期

間中である平成29年５月１日に、対

象資産の一部であるＰ社株式10万株

をＳ社に譲渡したため、その譲渡等さ

れたＰ社株式10万株に係る所得税の

納税猶予の期限は、その譲渡日から４

月を経過する日である平成29年８月

31日に短縮されます。

⑶ 香港居住者の譲渡所得

Ｘ氏は、平成30年４月から令和元年

10月まで、発行済株式の30％に相当す

るＰ社株式を所有し、かつ、令和元年

10月１日に、香港においてＰ社株式の

うち発行済株式の20％に相当する株式

をＴ社に譲渡しており、当該株式の譲渡

は、上記２の要件を満たすことから、国
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内法上、事業譲渡類似株式の譲渡に該当

します。一方で、日本・香港租税協定で

は、上記４のとおり、事業譲渡類似株式

の譲渡について、発行法人が所在する日

本における課税が認められていません。

したがって、上記５のとおり、租税協

定は国内法に優先して適用されることと

なっているため、日本・香港租税協定が

国内法より優先的に適用されることを踏

まえると、Ｘ氏が香港においてＰ社株式

をＴ社に譲渡したことにつき、発行法人

が所在する日本での課税関係は生じませ

ん。

なお、Ｘ氏は、Ｔ社に譲渡したＰ社株

式20万株に係る所得税について、令和

３年３月31日までの納税猶予を受けて

いますが、上記⑵Ｄと同様の理由で、当

該納税猶予の期限は、その譲渡日から４

月を経過する日である令和２年１月31

日に短縮されます。

※ 本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解では

ありません。また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します

《デロイト トーマツ税理士法人 タックス コントラバーシーチーム

ディレクター 野田 秀樹》
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